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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第２四半期連結
累計期間

第７期
第２四半期連結

累計期間
第６期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （百万円） 27,795 24,124 64,392

経常損失(△) （百万円） △2,688 △1,015 △2,241

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）
（百万円） △2,625 △1,066 △1,126

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △2,793 △1,715 △1,801

純資産額 （百万円） 700 1,118 2,897

総資産額 （百万円） 32,810 28,479 32,316

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△）
（円） △36.05 △13.18 △14.89

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 1.5 2.6 7.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △47 △784 1,046

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △130 △386 2,878

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △733 1,689 △4,344

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,200 2,820 2,534
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回次
第６期

第２四半期連結
会計期間

第７期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △13.73 △0.90

 

（注１）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

（注２）売上高には、消費税等は含まれておりません。

（注３）潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

当社グループは、平成25年度より経常損失が継続しており、当第２四半期連結累計期間においても1,015百万円

の経常損失を計上し、当第２四半期連結会計期間末における純資産が1,118百万円に減少しております。当該状況

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。このような状況を

早期に解消すべく「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー状況の分析　(7)継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況を改善するための対応策」に記載の対応策を実施することにより、財務体質お

よび収益力の改善を図ってまいります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成28年７月28日開催の取締役会決議に基づき、平成28年７月28日付けで以下のとおりシンジケート

ローン契約を締結いたしました。

 

（１）借入先

三井住友銀行、三菱東京UFJ銀行、りそな銀行

（２）借入形態、借入金額、資金使途、借入条件等

借入形態 コミットメントライン

借入金額 2,000百万円

（借入金額の利用可能上限金額：20億円と月末の担保合計金額のどちらか小さい額）

資金使途 短期運転資金（経常運転資金）

返済条件 満期日一括（コミットメント期間満了日　平成29年７月28日）

利率 契約書により定められた基準金利にスプレッドを加算した利率

（３）担保提供資産の内容

当社および関係会社保有の売掛金、投資有価証券

（４）財務制限条項

①　平成29年３月期末日の各事業年度に係る修正純資産合計金額を、平成28年３月期末日における修正純資産

合計金額に相当する金額以上に維持すること。なお、修正純資産合計金額とは、平成28年３月期末日及び平

成29年３月期末日の報告書等における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から、その他有価

証券評価差額金及び土地再評価差額金を控除（当該評価差額金が正の値である場合には当該値を減算し、負

の値である場合には当該値を加算する。）し、連結損益計算書に記載される固定資産及び有価証券にかかる

評価損益又は売却損益を控除（評価益又は売却益の場合には当該値を減算し、評価損又は売却損の場合には

当該値を加算する。）し、かつ減損損失が計上された場合は当該損失を加算した金額をいう。

②　平成29年３月期末日の報告書等における連結損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

③　借入人が本契約に基づく債務以外の債務（社債を含む）について期限の利益を喪失しないこと。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

 

(１) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるグローバル経済は、米国において雇用環境の改善を背景に景気回復が持続し

ているものの、ユーロ圏においては英国における先行き不透明感は拭えず中国でも景気減速が持続するなど不確実

な状況が続いています。また国内経済においても生産などが持ち直す一方、消費は伸び悩んでいる状況となってい

ます。

　このような事業環境の下、当社グループは従来型製品の枠にとらわれることなく時代を先取りする製品の開発や

他社との提携及び協業関係を通じた新たな価値の創造を目指しております。

　当第２四半期連結累計期間では、不採算製品の販売見直しや円高などにより海外向け売上高の目減りはあったも

のの、ＡＶ事業においてパイオニアグループのホームＡＶ事業との統合によりさまざまなシナジー効果を実現する

ことができたほか、今後の重点セグメントと位置付けているデジタルライフ事業においてはヘッドホンやポータブ

ルデジタルオーディオプレーヤー（ＤＡＰ）などにおいて市場における一定の地位を確立することができました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は売上高が前年同期比3,670百万円減収の24,124百万円となりまし

た。一方、営業損益につきましてはＡＶ事業におけるシナジー効果実現や統合後のオペレーションの安定化、デジ

タルライフ事業の伸長や円高ドル安による製品原価の低減などにより、前年同期比1,790百万円増益の736百万円の

営業損失となりました。経常損益は前年同期比1,672百万円増益の1,015百万円の経常損失となりました。また、親

会社株主に帰属する四半期純損失につきましては前年同期比1,559百万円増益の1,066百万円となりました。

 

セグメント別の業績は以下のとおりです。

①ＡＶ事業

　当第２四半期連結累計期間におきましては、売上高はHi-Fi２チャンネル製品の堅調な販売に加え、北米最大の

家電量販店であるベストバイにおいてTX-SR353,DX-C390など４K映像に対応したエントリーＡＶレシーバーの販売

が好調となりましたが、不採算製品の販売を積極的に見直したことや円高による海外向け売上高の大幅な目減り

により前年同期比3,302百万円減収の16,495百万円となりました。

　一方、損益につきましては、パイオニアグループのホームＡＶ事業との統合によりさまざまなシナジー効果を

実現することができたことや不採算製品の販売見直し及び、円高ドル安による製品原価の低減などにより前年同

期比1,682百万円増益の588百万円のセグメント利益となりました。

 

②ＯＥＭ事業

　ＯＥＭ事業における売上高は、車載用スピーカーは堅調に推移しましたが、ＰＣ用のマイクロスピーカーの受

注が減少したことや円高による海外向け売上高の目減りなどにより前年同期比761百万円減収の3,672百万円とな

りました。

　損益につきましては中国内工場の集約に伴う生産効率の改善などがあったものの、新素材の振動板を活用した

次世代ヘッドホン用ドライバー開発への先行投資を行った結果、前年同期比34百万円減益の242百万円のセグメン

ト損失になりました。

 

③デジタルライフ事業

　デジタルライフ事業における売上高は、ポータブルデジタルオーディオプレーヤー（ＤＡＰ）の販売が伸長し

たほか、SE-MJ561BTをはじめとするパイオニアブランドのブルートゥースヘッドホンが堅調だったことに加え、

オンキヨーブランドの完全ワイヤレスイヤフォンW800BTの初動販売が好調だったことなどにより前年同期比392百

万円増収の3,956百万円となりました。

　また損益につきましては、上記販売増加に加え電話機など戦略的コストダウンによる製品原価の低減により前

年同期比201百万円増益の60百万円のセグメント損失となりました。

 

(２)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(３)　研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,112百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(４)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループはデジタルオーディオプレーヤーやワイヤレスヘッドホンなどを中心とするデジラルライフ事業を

今後の柱と位置付けておりますが、そのラインアップ拡充に加え日常生活において重要な位置づけとなるスマート

フォン等のモバイル端末の開発を強化し、従来技術にアライアンスを通じて他社技術を融合させIoT時代を見据えた

次世代製品の開発で「進化するエコシステム」を構築し新しい価値提案を行ってまいります。

　ＯＥＭ事業におきましては、車載用スピーカーを中心とした製品にとどまらず新素材の振動板を活用した高

級ヘッドホン市場へ経営資源を投入し収益性の改善を図ってまいります。

 

(５)　資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ3,836百万円減少し28,479百万円となり

ました。有利子負債は前連結会計年度末比2,490百万円減少の5,200百万円となりました。純資産は、前連結会計年

度末比1,779百万円減少の1,118百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に対して285百万円増加の

2,820百万円となりました。当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとの各キャッシュ・フローの状況は次のとおり

であります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期47百万円の支出に対して、784百万円の支出となりました。これ

は主に、税金等調整前四半期純損失の計上、売上債権、棚卸資産及び仕入債務の増加によるものであります。

　また、投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期130百万円の支出に対し、386百万円の支出となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期733百万円の支出に対し、1,689百万円の収入となりました。こ

れは主に短期借入金の返済、担保に供した預金の減少によるものであります。

 

(６)　経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは経営理念（ビジョン）として『ＶＡＬＵＥ ＣＲＥＡＴＩＯＮ』を掲げております。当社は、創

業以来、人類の共通語ともいえる音楽の理想的な再生装置の開発を目指してきました。そういった長年のものづく

りで培ってきた技術やノウハウに“新しい何かを加えること(+Something NEW)”で、新たな価値提案を行い、驚き

と感動を提供していくことを目標とし、下記の「経営方針」の達成に向けて真剣な取組みを続けてまいります。

① 世界の市場で最高水準の品質と性能を維持し、心の琴線に触れる商品・サービスを提供し続けます。

② 環境との共生、調和をスローガンとし、広く社会から信頼される企業活動を行います。

③ グループ全体で経営効率の向上を図り、利益を創出することで、企業価値の向上に努めます。

 

(７)　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を改善するための対応策

「第２　事業の状況　１　事業等のリスク」に記載のとおり、当社は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

る事象又は状況が存在しております。

　当社グループは、このような状況を解消するため、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項

（継続企業の前提に関する事項）」に記載のとおり、以下の施策を遂行することで、将来の成長に向けて当該状況

を早期に解消し、業績及び財務状況の改善に努めてまいります。

 

①収益力の改善

・パイオニアホームＡＶ事業との統合によるシナジー効果の実現および不採算製品の見直し

・デジタルライフ事業の拡大

・ＯＥＭ事業における高級ヘッドホンの販売拡大

・Zylux社との資本業務提携によるＯＥＭ生産の拡大

・株式会社河合楽器製作所との資本業務提携による新規市場の開拓

 

②財務体質の安定

当社はメインバンクを中心に主要取引銀行と緊密な関係を維持しております。「第２ 事業の状況　２　経営上

の重要な契約等」に記載のとおり、平成28年７月28日付けでシンジケートローン契約を締結しており、定期的に建

設的な協議を継続していることから、今後も主要取引銀行より継続的な支援が得られるものと考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 81,303,965 81,303,965

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 81,303,965 81,303,965 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 81,303,965 － 4,011 － 3,347
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

オーエス・ホールディング株式会社
東京都港区港南４丁目１－１０ リバージュ

品川1203
17,258 21.22

ギブソン　ブランズ　インク

（常任代理人 SMBC日興証券株式会

社）　　

2711 CENTERVILLE ROAD SUITE 400

WILMINGTON DE 19808 U.S.A.

（東京都千代田区丸の内３－３－１）

13,440 16.53

パイオニア株式会社
東京都文京区本駒込２丁目２８－８　文京

グリーンコート
10,835 13.32

株式会社河合楽器製作所 浜松市中区寺島町200番地 8,080 9.93

大朏直人 東京都港区 4,000 4.91

谷本忠史 東京都江東区 1,974 2.42

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,070 1.31

オンキヨー取引先持株会 大阪府寝屋川市日新町２－１ 711 0.87

ティアック株式会社 東京都多摩市落合１－47 633 0.77

オンキヨー従業員持株会 大阪府寝屋川市日新町２－１ 446 0.54

計 － 58,450 71.89

（注）上記のほか、自己株式が405千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 405,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 80,607,200 806,072 －

単元未満株式 普通株式 291,265 － －

発行済株式総数 81,303,965 － －

総株主の議決権 － 806,072 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式88株が含まれています。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

オンキヨー株式会社
大阪府寝屋川市日

新町２番１号
405,500 － 405,500 0.50

計 － 405,500 － 405,500 0.50

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,804 2,820

受取手形及び売掛金 10,797 11,288

商品及び製品 6,599 6,988

仕掛品 89 131

原材料及び貯蔵品 1,035 1,163

繰延税金資産 157 152

未収入金 1,370 483

その他 290 430

貸倒引当金 △141 △125

流動資産合計 27,004 23,332

固定資産   

有形固定資産   

土地 908 908

その他（純額） 926 1,076

有形固定資産合計 1,834 1,984

無形固定資産   

のれん 133 80

その他 215 296

無形固定資産合計 349 377

投資その他の資産   

投資有価証券 2,763 2,437

繰延税金資産 61 50

その他 302 297

投資その他の資産合計 3,127 2,785

固定資産合計 5,311 5,147

資産合計 32,316 28,479
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,498 14,447

短期借入金 4,815 2,374

1年内償還予定の新株予約権付社債 600 600

未払金 3,497 2,668

製品保証引当金 1,275 1,084

その他 1,611 2,231

流動負債合計 25,297 23,405

固定負債   

長期借入金 2,275 2,226

リース債務 184 121

繰延税金負債 904 869

再評価に係る繰延税金負債 151 151

リサイクル費用引当金 137 134

退職給付に係る負債 121 124

その他 346 329

固定負債合計 4,120 3,955

負債合計 29,418 27,361

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,011 4,011

資本剰余金 3,596 3,596

利益剰余金 △6,183 △7,250

自己株式 △53 △53

株主資本合計 1,371 304

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △146 △266

土地再評価差額金 342 342

為替換算調整勘定 938 363

その他の包括利益累計額合計 1,134 440

新株予約権 22 22

非支配株主持分 369 350

純資産合計 2,897 1,118

負債純資産合計 32,316 28,479
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 27,795 24,124

売上原価 21,619 17,333

売上総利益 6,176 6,790

販売費及び一般管理費 ※１ 8,702 ※１ 7,527

営業損失（△） △2,526 △736

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 1 31

為替差益 182 163

その他 85 48

営業外収益合計 271 245

営業外費用   

支払利息 118 68

持分法による投資損失 25 78

支払手数料 253 340

その他 34 37

営業外費用合計 433 525

経常損失（△） △2,688 △1,015

特別利益   

固定資産売却益 1 -

投資有価証券売却益 79 -

特別利益合計 81 -

特別損失   

固定資産除却損 3 -

特別損失合計 3 -

税金等調整前四半期純損失（△） △2,610 △1,015

法人税、住民税及び事業税 54 70

過年度法人税等 54 -

法人税等調整額 △22 △32

法人税等合計 86 37

四半期純損失（△） △2,696 △1,053

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△71 12

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,625 △1,066
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純損失（△） △2,696 △1,053

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △37 △119

為替換算調整勘定 150 △387

持分法適用会社に対する持分相当額 △209 △155

その他の包括利益合計 △96 △662

四半期包括利益 △2,793 △1,715

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,717 △1,760

非支配株主に係る四半期包括利益 △75 44
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △2,610 △1,015

減価償却費 405 255

投資有価証券売却損益（△は益） △79 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20 △7

製品保証引当金の増減額（△は減少） △271 △144

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2 4

リサイクル費用引当金の増減額（△は減少） △2 △2

受取利息及び受取配当金 △4 △33

支払利息 118 68

為替差損益（△は益） 0 85

有形固定資産売却損益（△は益） △1 -

持分法による投資損益（△は益） 25 78

売上債権の増減額（△は増加） △3,185 △1,364

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,634 △1,261

仕入債務の増減額（△は減少） 7,394 2,227

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 294 140

未収入金の増減額（△は増加） 978 530

前払費用の増減額（△は増加） 19 △134

その他 △354 △130

小計 114 △704

利息及び配当金の受取額 34 59

利息の支払額 △111 △64

法人税等の支払額 △101 △78

過年度法人税等の支払額 △7 -

法人税等の還付による収入 24 2

営業活動によるキャッシュ・フロー △47 △784

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △203 △342

有形固定資産の売却による収入 1 -

無形固定資産の取得による支出 △46 △137

投資有価証券の取得による支出 △0 △75

投資有価証券の売却による収入 119 169

投資活動によるキャッシュ・フロー △130 △386

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △266 △2,110

長期借入れによる収入 - 150

長期借入金の返済による支出 △391 △530

担保に供した預金の増減額（△は増加） - 4,270

その他 △75 △90

財務活動によるキャッシュ・フロー △733 1,689

現金及び現金同等物に係る換算差額 86 △233

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △824 285

現金及び現金同等物の期首残高 3,025 2,534

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 2,200 ※１ 2,820
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、平成25年度より経常損失が継続しており、当第２四半期連結累計期間においても1,015百万円

の経常損失を計上し、当第２四半期連結会計期間末における純資産が1,118百万円に減少しております。当該状況

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。

　当社グループは以下の施策を遂行することで、将来の成長に向けて当該状況を早期に解消し、業績および財務

状況の改善に努めてまいります。

 

①収益力の改善

・パイオニアホームＡＶ事業との統合によるシナジー効果の実現

　工場稼働率を改善し原価低減を実現するため当社グループはＡＶレシーバー等のパイオニアブランド製品の当

社グループマレーシア生産工場への生産移管を進めてまいりましたが、今後はその生産の効率化をさらに図って

まいります。また、開発プラットホームの共通化による設計費の削減、部品の共通化と調達の一元化による材料

コストダウンなどに加え、つくりやすい設計など一歩進んだ原価低減活動を推し進めてまいります。

 

・デジタルライフ事業の拡大

　成長を続ける新たなモバイルオーディオ市場で販売を拡大するため、ポータブルデジタルオーディオプレー

ヤー（ＤＡＰ）をはじめとして、カスタムインイヤーモニター等のオンキヨーブランドやパイオニアブランドの

ヘッドホン、さらに人気アニメとのコラボレーションモデルヘッドホンについても販売強化に引き続き取り組ん

でまいります。さらに今後を見据え、日常生活において重要な位置づけとなるスマートフォン等のモバイル端末

の開発を推進するとともに、従来技術にアライアンスを通じて得た他社技術を融合させた次世代製品・サービス

の開発を推進してまいります。

 

・ＯＥＭ事業の拡大

　木材を原料とする新素材として注目を浴びているセルロースナノファイバー（ＣＮＦ）や実用金属材料では最

適とされるマグネシウムをいずれも世界で初めてスピーカー振動板に採用し、高級ヘッドホンの販売を目指して

おります。さらには当社製スピーカーの搭載や独自の音質チューニングを施した他社製品に対し「Sound by

Onkyo」、「Onkyo Speakers Installed」などのＯＤＭ 向けサブブランドを強化してまいります。

 

・Zylux社との資本業務提携によるＯＥＭ生産の拡大

　Zylux社との資本業務提携を通じ、オーディオ機器生産におけるコストの低減、開発費の圧縮を図るとともに、

Zylux社顧客への新規提案を共同で行うことでオーディオ完成品のＯＥＭ生産を拡大するとともに、当社マレーシ

ア生産工場の稼働率の向上を図ってまいります。

 

・株式会社河合楽器製作所との資本業務提携による新規市場の開拓

　株式会社河合楽器製作所との資本業務提携を通じ、両社グループの技術力、ブランド力を融合し、また相互の

経営資源を有効に補完し合うことで、新規カテゴリ製品の共同開発による新規市場の開拓、両社製品の販売拡

大、製品や教育サービスにおける付加価値向上を実現するとともに、両社グループのサービス・販売部門等の各

拠点の設備を相互利用するなどの事業基盤の有効活用を通じた経営の効率化を図ってまいります。

 

②財務体質の安定

　当社はメインバンクを中心に主要取引銀行と緊密な関係を維持しております。平成28年７月28日付けでシンジ

ケートローン契約を締結しており、定期的に建設的な協議を継続していることから、今後も主要取引銀行より継

続的な支援が得られるものと考えております。

 

　現在、これらの対応策を進めている途上ですが、業績の回復は今後の消費需要や経済環境の動向に左右される

こと、継続的な資金支援についても金融機関と交渉中であることから、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表に反映していません。
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（会計方針の変更）

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽

微であります。

 

（会計上の見積りの変更）

　　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　財務制限条項

　当社の借入金および社債には以下の財務制限条項が付されており、下記のいずれかの条項に抵触した場合、貸

付人または社債権者の請求により、契約上のすべての債務について期限の利益を失い、元本および利息を支払う

こととなっております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

①社債

（うち１年内返済予定）

600百万円

（600）

600百万円

（600）

②短期借入金 4,110 -

③短期借入金 - 2,000

④長期借入金 2,625 2,537

（うち１年内返済予定） （350） （350）

①社債

ⅰ)　平成21年12月以降の各四半期末において、①連結貸借対照表の流動比率が1.05を下回るまたは②当座

比率が0.65を下回る状況が２四半期継続した場合

ⅱ)　ネットデット(純有利子負債)が13,500百万円を上回る状態が、２四半期継続する場合

②短期借入金

ⅰ)　平成28年３月期末日に係る修正純資産合計金額を、平成27年３月期末日における修正純資産合計金額

以上に維持すること。なお、修正純資産合計金額とは、平成27年３月期末日の報告書等における連結貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額から、その他包括利益累計額合計を控除（当該金額が正の

値である場合には当該値を減算し、負の値である場合には当該値を加算する。）し、連結損益計算書に

記載される固定資産及び有価証券にかかる評価損益又は売却損益を控除（評価益又は売却益の場合には

当該値を減算し、評価損又は売却損の場合には当該値を加算する。）し、かつ減損損失が計上された場

合は当該損失を加算した金額をいう。

ⅱ)　平成28年３月期末日の報告書等における連結損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

ⅲ)　借入人が本契約に基づく債務以外の債務（社債を含む）について期限の利益を喪失しないこと。

③短期借入金

ⅰ)　平成29年３月期末日の各事業年度に係る修正純資産合計金額を、平成28年３月期末日における修正純

資産合計金額に相当する金額以上に維持すること。なお、修正純資産合計金額とは、平成28年３月期末

日及び平成29年３月期末日の報告書等における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額か

ら、その他有価証券評価差額金及び土地再評価差額金を控除（当該評価差金額が正の値である場合には

当該値を減算し、負の値である場合には当該値を加算する。）し、連結損益計算書に記載される固定資

産及び有価証券にかかる評価損益又は売却損益を控除（評価益又は売却益の場合には当該値を減算し、

評価損又は売却損の場合には当該値を加算する。）し、かつ減損損失が計上された場合は当該損失を加

算した金額をいう。

ⅱ)　平成29年３月期末日の報告書等における連結損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

ⅲ)　借入人が本契約に基づく債務以外の債務（社債を含む）について期限の利益を喪失しないこと。

④長期借入金

ⅰ)　平成26年３月期末日以降の各事業年度における修正純資産合計金額を、平成25年３月期末日における

修正純資産合計金額の75％に相当する金額又は直前の事業年度末日における修正純資産合計金額の75％

に相当する金額のいずれか高い方の金額以上に維持すること。但し、平成27年３月期末日については、

当該条項は適用されない。また、平成28年３月期末以降の各事業年度ついては、平成27年３月期末日に

係る修正純資産合計金額以上に維持すること。なお、修正純資産合計金額とは、平成25年３月期末日及

びそれ以降の各事業年度末日の報告書等における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額か

ら、その他包括利益累計額合計を控除（当該金額が正の値である場合には当該値を減算し、負の値であ

る場合には当該値を加算する。）し、連結損益計算書に記載される固定資産及び有価証券にかかる評価

損益又は売却損益を控除（評価益又は売却益の場合には当該値を減算し、評価損又は売却損の場合には

当該値を加算する。）し、かつ減損損失が計上された場合は当該損失額を加算した金額いう。

ⅱ)　平成26年３月期末日以降の各事業年度末日（但し、平成27年３月期末日については、当該条項は適用

されない。）の報告書等における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。

ⅲ)　借入人が本契約に基づく債務以外の債務（社債を含む）について期限の利益を喪失しないこと。

 

　　なお、当第２四半期連結会計期間末において、上記①ⅰ)に抵触しておりますが、社債権者から期限の利益

喪失条項の権利行使を行わない旨の同意を得ております。
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　　また、上記の④長期借入金について、前連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりますが、契

約上のすべての債務について期限の利益を失い元本および利息を支払う旨の請求を行わないことにつき、全

貸付人からの同意を得ております。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日

　　至 平成28年９月30日）

発送荷造費 736百万円 481百万円

広告宣伝費 392 307

販売促進費 606 503

特許使用料 931 607

販売手数料 176 217

製品保証引当金繰入額 419 338

給料手当 1,610 1,593

研究開発費 232 256
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 2,200百万円 2,820百万円

現金及び現金同等物 2,200 2,820

 

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末
日後となるもの
　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末
日後となるもの
　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ＡＶ事業
（注）

ＯＥＭ事業 デジタルライフ事業

売上高     

外部顧客への売上高 19,797 4,433 3,564 27,795

セグメント間の内部
売上高又は振替高

42 69 52 165

計 19,840 4,503 3,616 27,960

セグメント損失（△

）
△1,094 △208 △262 △1,564

（注）「ＡＶ事業」の海外売上高は、北米6,525百万円、欧州6,398百万円、アジア2,305百万円、その他地域696百

万円であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △1,564

　全社費用（注） △962

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △2,526

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費用であります。
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当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ＡＶ事業
（注）

ＯＥＭ事業 デジタルライフ事業

売上高     

外部顧客への売上高 16,495 3,672 3,956 24,124

セグメント間の内部
売上高又は振替高

32 122 68 222

計 16,527 3,794 4,025 24,347

セグメント利益又は

損失（△）
588 △242 △60 285

（注）「ＡＶ事業」の海外売上高は、北米5,726百万円、欧州5,294百万円、アジア2,343百万円、その他地域406百

万円であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 285

　全社費用（注） △1,021

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △736

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費用であります。
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

　１株当たり四半期純損失金額 36円5銭 13円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（百万円）
2,625 1,066

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（百万円）
2,625 1,066

普通株式の期中平均株式数（千株） 72,818 80,898

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金

額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

オンキヨー株式会社(E24562)

四半期報告書

23/27



２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成28年11月11日

オンキヨー株式会社

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士   辻内　章　　印       

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士   石原　伸一　印       

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士    藤井　秀吏　印       

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオンキヨー株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オンキヨー株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は平成25年度より経常損失が継続しており、当第２四半期

連結累計期間においても1,015百万円の経常損失を計上していること等により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象または状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認められ

る。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映

されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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